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１ 排煙設備の設置を要しない防火対象物の部分

 ⑴ 規則第 29条第１号イに定める「直接外気に接する開口部」は、建具を有しない

常時開放されたもので、煙及び熱の排出に有効で、かつ、屋外の安全な場所に排

出することができる箇所に設置すること。

 ⑵ 規則第 29条第２号に定める「主として当該防火対象物の関係者及び関係者に雇

用されている者の使用に供する部分」は、通常の使用形態において当該防火対象

物の関係者以外の不特定の者が出入りしない部分とすること。

２ 排煙口

 ⑴ 規則第 30条第１号イに定める「給気口からの給気により煙を有効に排除するこ

とができる場合」の給気は、「通常の火災時に生ずる煙を有効に排出することがで

きる特殊な構造の排煙設備の構造方法を定める件」（平成 12年建設省告示第 1437

号）に適合すること。

 ⑵ 規則第 30条第１号ロに定める排煙口までの水平距離については、次図のように

測定するものとし、直線距離としないこと。

 ⑶ 規則第 30条第６号ロに定める「直接外気に接する排煙口」（以下「排煙上有効

な開口部」という。）には、開放状態を保持することができる扉（ドアチェック（ス

トッパー付き））及び床面から開口部の下端までの高さが 1.5 メートル以下である

窓を含むことができるものとする。ただし、防煙壁の下端より上部であって、床

面からの高さが天井の高さの２分の１以上の部分を「排煙上有効な開口部」とし

て算定すること。

30ｍ以内とすること（う回水平距離）

直線距離は不可

排煙口
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 ⑷ 突き出し窓については、当該窓の開口部面積を排煙上有効な開口部の面積とし

て算出することができるものとする。

1.5ｍ以下

防煙壁

（天井）

（床）

床面からの高さが天井までの高さの２分の１となるライン

排煙上有効な開口部

窓

防煙壁

（天井）

（床）

排煙上有効な開口部

扉

（天井）

60度以上

（60度未満の場合は、排煙上有効な開口部として算定できない。）

※ 当該窓は、床面からの高さが天井

までの高さ２分の１以上の部分にあ

るものとする。

防煙壁
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 ⑸ 外倒し窓、内倒し窓、回転窓及びがらりについては、次の算定式により排煙上

有効な開口部の面積を算定するものとする。

90度≧ａ≧45度の場合は、Ｓ１＝Ｓ２とする。

45度＞ａ≧０度の場合は、Ｓ１＝ａ／45 度×Ｓ２とする。

※ いずれも防煙壁の下端より上部であって、床面からの高さが天井までの高さの２

分の１以上の部分にあるものとする。

 ⑹ 次のいずれかに該当する場合は、令第 32 条を適用し、排煙口を設けないことが

できる。

ア 主要構造部を耐火構造とした防火対象物のうち、耐火構造の壁又は床で区画

され、かつ、開口部については、自動閉鎖装置付きの防火戸で区画され、さら

に区画内の壁及び天井の室内に面する部分（回り縁、窓台その他これらに類す

る部分を除く。）を準不燃材料で仕上げたもので、次に掲げる部分

Ｓ１：排煙上有効な開口部の面積

Ｓ２：開口部面積

ａ ：回転角度

外倒し窓 内倒し窓

（天井） （天井）

Ｓ２ Ｓ２

Ｓ１ Ｓ１

ａ ａ

Ｓ２

ａ

Ｓ１
（天井）

回転窓

Ｓ１

Ｓ２

ａ

がらり

（天井）
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(ｱ) 非常電源を附置した換気設備の設けられている変電室及び発電室その他

これらに類する場所

(ｲ) 機械換気設備の機械室、ポンプ室、冷凍機械室及びエレベーター機械室そ

の他これらに類する室の用途に供されるもので、床面積が 100 平方メートル

以下のもの

(ｳ) 床面積が 50平方メートル以下（スプリンクラー設備が技術上の基準に適

合して設置されているものにあっては 100 平方メートル以下）のもの

イ 浴室、シャワー室、洗面所及び便所その他これらに類する場所

ウ 風除室、エレベーターの昇降路、リネンシュート及びパイプダクトその他こ

れらに類する場所

エ 階段室（消火活動拠点となる部分を除く。）及びエスカレーターの防火区画と

なる部分

オ ガス系消火設備（全域放出方式で固定式のものに限る。）が技術上の基準に適

合して設置されている場所

カ 室内に面する部分の仕上げを不燃材料で仕上げた冷凍室及び冷蔵庫その他こ

れらに類する場所

キ 発電機及び変圧器その他これらに類する電気設備で、次の(ｱ)から(ｵ)までに

掲げるものを有する部分（ただし、ケーブルが多条敷設されているものにあっ

ては、当該ケーブルに延焼防止上有効な措置を施したものに限る。）

(ｱ) 密閉方式の電気設備（封じ切り方式又は窒素封入方式であって、内部に開

閉接点を有しない構造のものに限る。）で絶縁劣化、アーク等による発火危険

のおそれが少なく、かつ、当該電気設備の容量が 15,000 キロボルトアンペア

未満のもの

(ｲ) 密閉方式のＯＦケーブル油槽

(ｳ) 1,000 キロボルトアンペア未満の容量の電気設備

(ｴ) 「自家発電設備の基準」（昭和 48年消防庁告示第１号）又は「キュービク

ル式非常電源専用受電設備の基準」（昭和 50消防庁告示第７号）に適合する

構造のキュービクルに収容されている電気設備

(ｵ) 発電機及び変圧器のうち冷却又は絶縁のための油類（自己消火性のものを

除く。）を使用せず、かつ、水素ガス等可燃性ガスを発生するおそれのない

もの

３ 給気口

特別避難階段の付室及び非常用エレベーターの乗降ロビー等（進入が容易であり、

所要の消火活動スペースが確保できるものに限る。）で、消防隊の消火活動の拠点

となる防煙区画ごとに１以上設けるものとすること。

４ 風道

⑴ 不燃材料で造ること。 

⑵ 風道が防煙壁を貫通する場合には、当該風道と防煙壁との隙間をモルタルその
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他不燃材料で埋めること。

５ 手動起動装置

防煙区画の見通しができ、防煙区画内の火災の影響を受けることなく容易に操作

できる場所（室の出入口付近又は通路のうち安全区画に近い箇所等）に設けること。

６ 排煙機及び給気機

点検に便利で、かつ、不燃材料で区画した室で、開口部には、建基法第２条第９

号の２ロに規定する防火設備を設けた専用室に設置すること。

７ 加圧防排煙設備

排煙設備に代えて用いることができる加圧排煙設備（必要とされる防火安全性能

を有する消防の用に供する設備等）については、以下の省令及び告示に従い設置す

ることができる。

⑴ 「排煙設備に代えて用いることができる必要とされる防火安全性能を有する消

防の用に供する設備等に関する省令」（平成 21 年総務省令第 88号）

⑵ 「加圧防排煙設備の設置及び維持に関する技術上の基準」（平成 21年消防庁告

示第 16 号）


